
















































































の関係条項とされてきた大日本帝国憲法 61 条、行政裁判法 15 条および 16 条、裁判所構成法 2 条
および 26 条、旧民法 373 条、現行民法 715 条などの立法の経緯を確かめる。  














件に対応する規定でなかったことも明白である。（３）行政裁判法 15 条・16 条の結果、「行政処分」
に起因する損害要償事件について救済の途をどうするのかが問題になったが、裁判所構成法の立法
者らは、この種の事件を含め国に対する損害賠償請求事件のほぼすべてが民事訴訟として司法裁判



























































説の認識のいずれの面から見ても、国家無答責の法理が 1890 年の立法措置——行政裁判法 16 条・裁
判所構成法 2 条および 26 条・旧民法 373 条——によって実定法上で確立された法理だということは
不可能であって、この法理が後年の大審院の判決により形成された判例法理であったことは明白で
ある。したがって、実定法説が成り立つ余地はない。第二に、同じく戦前の立法・判例・学説のい






















































国賠法 6 条や同法附則 6 項の解釈にみられる理解）がなぜ判例・通説の地位を占めることになった
のか、といった論点——を、日本における国家賠償責任論の形成過程にさかのぼって再検討すべきこ
と、である。 
 
